
書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第

“

条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人難民支援協会 事 業 年 度 2020年 7月 1日 ～2021年 6月 30日

1 資金に目する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

{1)収益 口¬
Li」

借入金の明細

その他

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

会費収入 654,αЮ円

一般寄附金収入 141,821,IЮ 円

日 寄附金収入 22,163,393円

現物寄附収入 2,2gr,974円

3,763,352円

15,242,727円

活動収入

活動委託金収入

補助金収入 13,11■ 734円

助成金収入 38,725,730円

受取利息等 1,526円

円

円

円

円

円

ノゝ
ロ 計 237,7'″′

`」

,円

借 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

計A
ロ 円

な し



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から第五順位までの取]| 口 役員等との取引]

る取 の 5者

用の生ずる取引の 5者

(3)役員、社員、職員若 しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産 )

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

18,1lQ557円 活動委託金、寄付金

14395,330円 助成金

aαЮ,000円 特定目的寄附金

5,000,αЮ 円 助成金

4,088,"1円 補助金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

19,813,413円 職員社会保険料

広告を使用 した寄付獲得報酬15,702● 00円

15,100,415円 家賃・水道光熱費

7,553,700

4,114,275円
費用

取引先の氏名等
法人 との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

議  渡

年 月 日
譲 渡 価 格 そ の他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 〈施設の利用等を含む。)

取 引先 の氏名 等 貸付資産の内容
法人との

関  係
その他 の取 ]I条 件 等

な し

付

日月

貸

年
対 価 の 額

円

円

取 引先 の氏名等

と人

の

関

係

法

役務の提供の内

容

役務の提供年月

日

査、機関誌企

画等

2020ノ 7‐2021´6 61Q∝Ю円

円

対 価 の 額 その他の取引条件等

3 寄附者に関する事項 [④書附者 (役員、役員の規族等で、当腋法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

"万
円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額

な し 円

円

□

円

円

円

円

円

受 領 年 月 日



4 役員等に対する報酬又は綸与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当族職員に対する給与の総額]

役員、社員、職員若 しくは寄附者若 しくはこれらの者の配偶者若 しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注 1)(以
下「役員等」という)に対する報酬又は給与の支給について記

載 してください。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく

は三親等以内の親族」から受ける全銭その他の財産によって生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

ロイ る

氏 名 職 名
法人との関係

(注 2)
報酬・ 給与の

区    分
支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し

2 1 を します。

該職員に対する給与の総額口 給与を得

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

30人 67,976,097円

集 計 期 間 2020年 7月 1日  ～  2021年  6月  30日



支 出先 の名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

2020.7.1.‐

2021.6.30
7,800,827円

生活費・医療費・交通

費等の直接支援

2021.6.30

2020.12.16

3,475,794円

КЮ,000円

円

新法人への事業譲渡に

伴う寄付

年会費

円

円

円

円

円

合   計 ′lJι
`み′円

5 支出した寄附金に目する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

その実施日]

実  施  日 使 途 金   額

円

円

な し

円

円

円

円

円

円

円

円



3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2}特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

法人名 特定非営利活動法人難民支援協会 チェック欄

′

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

②

割 合

(②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ③ ④ ⑤

④
20"年 7月 1日～2021年 6月

30日 15人 0人 0% 2人 13.3%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人

人

% 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

人 % 人 %

(注 1)

(注 2)

各欄D人数等は、第3表付表1「役員の臓励 から転配してくださしヽ

③及びЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を1配載してくださしヽ

ロ

各社員の表決権が平等である ④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえいいえ

申請時

はい

いいえ

書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) 圃 嗣

∝憲中D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても調載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記軸の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 目

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

④ ⑮ ◎ ④ ◎ ① 申請時

いいえ

はい

いいえ

は い

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

⌒

1まい〕
ヽ中ノ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無

⌒有くL 1有 。無 有・無 有。無 有 。無 有・無 有・無

第3表 (次葉)

∝意申Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類|(役員報酬規程等提出:癬E)に記載した事項について、改

めて配職する必要はありません。

エ

区分欄の「④N①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

注 意 事 項
□
曰項

イの各欄

記 載 要 領

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝D第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [はセ〕L
に「ΩLした場合には目鍵菫朗1書を添

付してくださυさL
② 口帳簿書類の備付け、取引の記録及

び脹簿書類の保存を青色申告法人に準

)\aEJfr

二の各欄

じて行っている」の「はし可 に「o」

間 (「③」から を示した

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期

間 (「③りから「①」)を示したものです。

した場合には|=第 3塞壁羞2」医鐘饉

菫塾Z2」』こ塑]」_と i証:菫こ[`]壁国」L2コ⊆_≦_」:きさ

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

田中(筒 井)

志保 ○

大江修子

○

吉山昌

○

第3表付表 1

法人名 特定非営利活動法人難民支援協会 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 15人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人 人

理事

理事

理事

理事

伊藤(石川)

えり

中村義幸

藤本俊明

石井宏明

関聡介 理事

ヽ
ノ

′
ヽ

○

○

○

○

就任 :2003年
8月 30日

就任 :2003年
8月 30日

就任 :1999年
11月 16日

就任 :2007年
9月 24日

就任 :1999年
11月 16日

理事 就任 :2013年
9月 23日

理事 就任 :2014年
9月 27日

就任 :1999年
11月 16日

理事

理事 就任 :2003年
8月 30日

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

滝本哲也

○



新島彩子 理事 就任 :2005年
8月 28日

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事

項について、添付を省略することができます

○

理事

理事

理事

監事

監事

○

○

○

⌒
Ψ

○

就任 :2013年
9月 23日

:2013年
9月 23日

就任 :2019年

9月 28日

就任 :2019年

9月 28日

就任 :2019年

9月 28日

野村彰男

柴崎敏男

畠健太郎

井内摂男

渡邊賢



独立監査人の監査報告書

2)21年 3月 30日

特定非営利活動法人 難民支援協会

代表理事 石川 え

'殿

公澪会計士

監査意見

私は、特定非営利活動法人難民支彙協会の2∽輌南月1日から1"2“籐月30日 までの2020年度
の活動計算書及び貸借対熙衰並びに財蒻請表に対する注記について監空し、併せて財産目録

(以下、これらの壼童の対彙書颯セ「財務僣羹等」という.)について監査を行った。
.私R上 配の財蒻諧表等が、金が日において一般に公正姜当と認められる特定非営利活職法

人会計の基準に準出して、当餞麟勝諧ま等に係る期画の財産及び活動(颯劇Dの状況をすべての

二要な点において遭正に表示しているものと認ある.

監壼意見の根拠

私は、金が目において二畿に公正妥当と電められる監査の基準に準出して監査を行ったぃ監

査の基準における私の責任は、「財雛 等o壼奎における監査人の責任」に■載されている。

私は、我が目における職彙●理に関する規定に従って、法人から独立しており、また、壼査

人としてのその他の倫理上の責任を果たしている.私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な壼査証拠を入手したと判断している。

財済諧表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、1我が日において一般に公正妥当と認められる特定非営利活動法人会計の基

準に中拠して財務諧表等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は諷蓼による

重要な虚偽表示のない財務諧表等を作蔵し遭正に表示するために理事者が必要と囀断した内

部続佃を整備及び運用することが含まれる.

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、構機組織の前拠に基づき財務譜表書を作成する
ことが遭切であるかどうかを評薔しヽ 我が目において一般に公正妥当と目められる特定非営利
活動法人会計の基準に基づいて儀繊組織に関する事項を開示する必要がある場合には当議事

項を開示する責任がある.

監事の責任は、財券報告プロセスの整備及び運用におl,る理事の1日,勝の犠行を監視すること
にある。



財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務請表等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独

立の立場から財務諸表等に対する意見を表明することにある。鹿偽表示は、不正又は誤静によ

り発生する可能性があり、

えると合理的に見込まれる

に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与

重要性があると判断される。

監査人は、我が日において二般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて,職業的専門家としての判断を行い、職業的慎疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は醸膠による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スタに対応した監査手続を立案し、実施する3監査手続の選択及び適用は菫査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査置拠を入手する。

財務諸表等の監奪の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスタ評価の実施に際して、状況に応した適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部続制を検討する.

理事者が採用した会計方針及びその適用方法の道切性、並びに理事者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続組織の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書 財務諸表等の注記事項に注意を喚起するにおいて

こと、又は重要な不確実性に関する財務譜表等の注記事項が適切でない場合は、財務請表等

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結綸は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、法人は継続組織とし

て存続できなくなる可能性がある.

・ 財務譜表等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる特定非営

利活動法人会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸

表等の表示、構成及び内容、並びに財務諧表等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し

ているかどうかを評薔する。

監査人は、監事に対して、計画した監奎の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を合む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその

他の事項について報告を行う.

法人と私との には、公日会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上



法人名 特定非鷲軒:偏働法人難民支援協会

4 1事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、 る法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イ しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

二 1実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項
日
Ｈ ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申罰郭寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

/~ヽ

着・ 式 4EP ヽ4ン 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申訂申寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

有① 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別α珀|1溢:の供

与の有無

有① 有。無 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別α湘1溢″〉供与の有無

/~｀

有・嶼し 有 。無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有① 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表 ) (初葉)

∝意中D
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表 )」 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員囀□樹閣國躙提出書類)の提出時においても配載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非鷲軒:偏働法人難民支援協会 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の議渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※回覧に関する剤唄|:I〔ν哺調|:D等がある場合には、その細則 (袖城顧:D等を添付してくださし、

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、排 、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:書動

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、詢 写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者α酒己偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当調 に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及岐 出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック 5

O意1申D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要
があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 樹辮懺脚闘船

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

∝憲1申D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出■書Dの提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、配載する必要はありません。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チエック表 (第 6表及び第8表)の記職の必要はありません。また、法第
55条第1項に基づく書類 (役員蠣目腕露響割提出書類)に記載した事項について、改めて配載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営禾|‖彗動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ①

有 ・ 無 有 」聾 有 ・ 無 有 任

◎ ①

有 ・ 無 有 征

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力f)利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 有 征 有 征 有 征 有 ・ 無 有
`聾

有 」mE



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チエック表

法人名 特定非営利活動法人難民支援協会

次のし る法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を 消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定回
た場合におし その取消しの原因 なつた事実があった日以前 年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

り

て` と 1

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、
罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等餞2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

5 から3年を経過しなし
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

ち、次のいずれかに該当す

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認1定特定非営利活動法人が特

"厠
1定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特

"j認

1定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5 しなセ

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しない者の有無

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又l劇コ院若しくは地方税に

関する法律に敲 したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

有

有 毎

任

つ
“ 認定又は4ロタ厠1定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい( いいえ

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 Itrrr ( rL ri

4 国税又は地方税の1滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法1人

はい \L \z

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、=L記墜1三』整奎亘□菫塑堕塵日目量望≧二重]自Lと」ョ堕L左」堕ヨ重F明書
」量2生里塑堕1蔓墨獲題塑型議菫堅聾壁理理型量壼畳奎壁≧重壁上童量理分に係る1嘲脚明書を添付すること
(注 1)その他の事柳 がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること
(注 2)

添付

書コ

5 日から3 しなしヽ法人 Ittrt( いいえ

ハ
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 6pr (rpri)
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 111',$u'i)


